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問の努力により、足りないところは補い、サービスや情報を共有し、真に利用者のための
体系に変化させる可能性があると考えられる。実際、アンケートの末尾に設けた事業所の
方の要望を見ると、現段階では未熟とはいえ事業所自身が連携を望んでいる点、経営上か
らの、強制的な自社サービスの利用に不満を感じている点、制度の不備、不要なまでの法
の縛りを行政が国に伝え、解消に努力することを望んでいる点、コミュニケーションを密
にし、行政・事業所・利用者・家族とが良好な関係を築こうとしている点から、現場の声
を行政が正確に把握し、制度に反映していく努力があれば、地域内連携はさらに深まると
考えられる。
以上の点を整理すると、以下の点にまとめることができる。
（１）事業者の連携は、全体としてやや低調で、連携が行われている場合でも同じ系列の
なかでの仕事の分散にとどまっており、必ずしも地域に開かれたかたちで展開され
ていない。
（２）しかし、各事業所は連携に対して強い要望をもっており、連携が拡大していく潜在
的な可能性は小さくない。事業所の規模が小さいことも逆に連携の必要性と発展可
能性を示唆している。
（３）それを顕在化させるうえで重要なのは行政による環境整備であり、とりわけ事業所
に関する情報の提供および制度やルール自体の見直しが求められている。
（４）連携が進まない要因のひとつに事業所が自社のサービスを優先させる傾向にあるこ
と、そのことを担当者は不本意と考えていることが示されており、現場では利用者
本位のサービスへの改革とそのための連携が求められている。
（５）したがって、地域内連携を広げていくためには、事業者問だけではなく、行政・事
業所・利用者・家族の良好な関係が不可欠である。また、それらを通じた介護保険
に限定されない幅広い地域福祉の展開とその醸成が求められている。
今後、介護が必要となる高齢者は増え続ける。定年の引き上げ、地域内活動への参加、
介護予防の促進などで介護が必要にならない健康な高齢者を増やすことが目標にはなるが、
もし介護が必要になった場合、事業所が連携し合い、チームプレーとして支える、心強い
セーフティネットが不可欠である。今回の研究を生かし、本研究の地域内連携および地域
福祉の醸成について、今後も調査・研究を続けていきたい。
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